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次稼働し、海外向け、国内向けの供給のために

生産を増加させることも期待される。

　企業部門を取り巻く環境が、一本調子ではな

いにせよ、徐々に好転し、その結果、企業収益

が上向けば、関西の企業の業況判断DIも改善

傾向を強め、再び全国を上回るようになるとみ

られる。本格的な増勢は2011年度以降だろうが、

設備投資が海外や国内で回復する局面になれば、

関西には一般機械の集積が厚いため、プラス効

果をさらに享受できるようになるだろう。

　関西の業況判断DIが全国を下回るようにな

ったことは、「関西経済の地盤沈下」への後戻

りを示唆するものではなく、景気悪化による短

期的な現象と考えられる。

　ただし関西に限らず、どの地域でも、厳しい

経営環境を勝ち抜けるのは、技術、製品企画、

販売など総合的な経営力で国内や海外の競合先

と伍していくことができる企業に限られる傾向

が強まっているとみられる。企業規模にかかわ

らず、こうした条件を満たす企業によって、前

述のような関西経済の回復が主導されるとして

も、その恩恵を、広く多くの企業が受動的に享

受できるとは限らない。回復が進むにつれて、

好調な企業と不振に苦しむ企業の差がむしろ広

がると予想される。

　とりわけ市場規模が限られた非製造業では、

企業間の需要争奪は厳しさを増すと考えられる。

（注７）ここで比較対象としている実質経済成長率は、国の

実質国内総生産（実質GDP）ではなく、各都道府県の

実質域内総生産（実質GRP）の合計である。国の実質

国内総生産（実質GDP）と、各都道府県の実質域内総

生産（実質GRP）の合計は一致しない。
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